(別紙8)
入札参加資格審査申請書
 「令和６年度（２０２４年度）「木育マイスター」育成研修等委託業務」に係る一般競争入札について、北海道の示す入札説明書の内容及び契約条項についてすべて承諾の上、入札参加を申し込みます。
  なお、この申請書及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年    月    日

　　　　北 海 道 知 事 　様

                              　　　　　住　所

                                    　

                              　　　　　氏　名                                　　　　
                                    　　　　　（電話                           ）

１  入札に参加するために必要な資格

　(1) 地方自治法施行令第167条の４第１項各号に掲げる者（未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は含まれない。）でないこと。（   有  ・  無   ）

　(2) 地方自治法施行令第167条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除されている者でないこと。
（   有  ・  無   ）

　(3) 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。（   有  ・  無   ）

　(4) 暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていないこと。

　　（   有  ・  無   ）

　(5) 暴力団関係事業者等でないこと。（   有  ・  無   ）

　(6) 次に掲げる税を滞納している者でないこと。（   有  ・  無   ）

　　ア　道税（個人道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。）

　　イ　消費税及び地方消費税
　(7) 次に掲げる届出の義務を履行していない者でないこと(当該届出の義務がない場合を除く。)。

（　有　・　無　）

ア　健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出

イ　厚生年金保険法（昭和29年法律第１15号）第27条の規定による届出

ウ　雇用保険法（昭和49年法律第１16号）第7条の規定による届出
　(8) 資格審査を申請する日までに、当該業務と同等以上と認められる業務を受託し、適切に履行した者であること。（   有  ・  無   ）

　(9) 過去の「木育マイスター」育成研修において、研修テキスト「木育達人（マイスター）入門」に対応したカリキュラムのうち、下表に示す講義を行った経験がある者又はそれと同等以上の経験を有する者を講師として確保していること。（   有  ・  無   ）
	 　 
 
	  大項目
	 小項目

	
	木育の理念

	①木育が生まれた背景と現在の位置付け
②木育とは？―木育の目的と領域―
③あれも木育　これも木育

	
	木とふれあい、木に学び、木と生きると生きる
	①北海道の森林と木材を学ぶ
②暮らしや産業の中の森林や木材
③人の成長と木の関係

	
	木育プログラムの伝え方

	①体験学習法の理解

②伝える技術

③プログラムの運営とリスクマネージメント

	
	木育プログラムのつくり方

	①木育プログラムづくりで大切にしたいこと
②つながりかたのこつ（コーディネート概論）
③プログラムづくりの基礎

④プログラムづくりの実習


　(10) 道内に本社又は本店を有する法人であること。（   有  ・  無   ）

２  上記１の(8)に係る契約実績等を記載してください。

    なお、官公庁との実績等がある場合は、優先的に上位に記載してください。
	団　体　名
	契　約　名
	期　　　間
	金　　　額

	
	
	   年　　月　　日
        ～
   年　　月　　日    
	

	
	
	   年　　月　　日
        ～
   年　　月　　日    
	

	
	
	   年　　月　　日
        ～
   年　　月　　日    
	


３  上記１の(9)に係る研修講師名とその該当する実績を記載してください。
	項目
	研修講師氏名・所属
	実績

	１　木育の理念


	
	

	２　木とふれあい、木に学び、木と生きると生きる
	
	

	３　木育プログラムの伝え方
	
	

	４　木育プログラムのつくり方
	
	


４　添付書類

  (1) 上記１(6)に係る証明書の写し
　(2) 上記１(7)の事実を証する書面の写し
  (3) 上記２に係る契約書の写し（契約の相手方、契約名、契約金額がわかる面のみ）

　(4) 上記３に係る実績がわかる資料（研修報告書、チラシなど）
 （5）誓約書（別記第19号様式）
